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調査事業の概要 

調査目的：オリンピック・パラリンピック東京大会関連施設については、東京都及び 

      オリンピック組織委員会が施設整備を担当し、検討が進められているとこ 

      ろである。大会関連施設への積極的な木材利用を推進していくためには、 

      木造・木質化の意義やメリットを国民や関係者にわかりやすく示すことが 

      必要である。 

       このため、林野庁では、過去の大会での木材の利用状況を把握するとと    

      もに、木材利用の効果、地方公共団体の移設・再利用のニーズについて調 

      査を行った。 

 

事業委託先：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

 

事業実施期間：平成２６年９月～平成２７年３月 
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 バンクーバー冬季大会（2010年）の各施設 

 主な結果－過去大会の木造・木質化施設の事例調査①－ 

バンクーバー冬季大会（2010年）では多

くの施設の整備に木材が使用されたが、

これらは主にBritish Columbia州が供

給。FSC認証材、かつ風倒被害や虫害に

遭った材を積極的に活用。 

左上： 報道センター 
 
右上： 屋外競技場付

近のロッジ 
 
左下： フィギュアス

ケート会場 
 
右下： 表彰台 

British Columbia産材が使用された施設・設備 （出所）Naturally Wood Report 

バンクーバー冬季大会（2010年）のスケート会場 

← 施設外観 
（出所）Naturally Wood Report 

大会終了後の利用状況 → 
（出所）Richmond Olympic  

Oval ウェブサイト 

大規模アリーナの屋根アーチ構造、天井

板等に地元産材（ダグラスファー、アラ

スカヒノキ等）を使用。木材使用量は

5,000m3以上。 

木材利用による環境効果をアピール。  

木材の炭素蓄積量2,900t-CO2 
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 主な結果－過去大会の木造・木質化施設の事例調査②－ 

  ソチ冬季大会（2014年）の米国プレスセンター 

↑大会時の使用状況（出所）KLH提供資料 

CLTを用いた壁工法を採用。仮設を念頭に

設計されており、非常に短い工期での設

置・解体が可能な上、30回の分解と組み

立てに対応できる。 

木材供給及び建築を担う民間企業が開

発、施工を行っており、複数回の移設の

実績。 

木材の再利用技術を大きくＰＲ。 

← 施設内部 
（出所）Lee Valley VeloPark 
    ウェブサイト 

施設の外観 → 
（出所）Responding to 

Climate Change 
ウェブサイト 

自転車競技施設の競技トラックにシベリ

アマツ、外壁にベイスギを使用。 

木材使用量は5,000m3であり、FSC及び

ＰＥＦＣ認証材を使用して、持続可能性

に配慮。 

ロンドン夏季大会（2012年）の自転車競技施設 
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地元産材の

み受け入れ

たい 

40自治体 

10% 
地元産材が

一部入ってい

れば受け入

れたい 

90自治体 

24% 
他自治体産

材でも受け入

れたい 

239自治体 

63% 

無回答 
11自治体 

3% 

【概要】 
全国46道府県・1741市区町村を対象として、オリンピック・パラリンピック東京大会で木造の仮設施設等を整備する場
合、その移設・再利用受入の意向、期待する効果等を調査（回答率72.0％） 

 ○380自治体が木造・木質化施設の移設・再利用受入に関心があると回答（25道府県、355市区町村） 
  【うち７割（267自治体）が相応の費用負担をしても良いと回答】 
 ○49自治体が東京大会における木材利用等に関する取組を検討していると回答（11道県、38市区町村） 
  【うち18自治体が大会に向け、ＦＳＣ・ＳＧＥＣ等の認証材の取得を推進又は検討】 

238 
63% 

15 
4% 

10 
3% 

2 
0% 

2 
0% 

111自治体 
(29%) 

2 
1% 一般的な施設整備費と同等程

度までなら負担してもよい 

一般的な施設整備費の１割増

し程度までなら負担してもよい 

一般的な施設整備費の３割増

し程度までなら負担してもよい 

一般的な施設整備費の５割増

し程度までなら負担してもよい 

一般的な施設整備費の２倍程

度までなら負担してもよい 

その他 

無回答 

移設・再利用に関心のある自治体のうち、 
7割が通常の施設整備費程度またはそれ以上
でも費用負担をしても良いと回答 

6割以上の自治体が他自治体産材でも
受入れたいと回答 

多くの自治体が地域での木材利用の普及啓発 

や子供達の情操効果に期待 

（移設・再利用に関心のある自治体の回答） 

164 

138 

236 

118 

60 

188 

20 

0 50 100 150 200 250

大会の効果により地域への注目度、集客力が

生まれる 

大会の効果により地元産材のＰＲができる 

地域での木材利用に対する普及啓発に役立つ 

地元産材の利用により地域の林業や木材産業

に経済的効果が生まれる 

地元産材の利用により地域の森林の整備が進

む 

地域住民にオリンピック・パラリンピック精神の

共有を図り、子供達に夢を与える 

その他 

地域での木材利用に対する普及啓発に役立つ 

地域住民にオリンピック・パラリンピック精神の 
共有を図り、子供達に夢を与える 

（自治体） 

自治体 

238自治体 

(63%) 

15自治体 

(4%) 

   10
自治体 

(3%) 

（       ） 

2自治体 

2自治体 

267自治体（13府県・254市区町村） 239自治体（9県・230市区町村） 

(1%) 

(1%) 

主な結果－移設・再利用のニーズ調査－ 

仮設の木造施設等の受入に期待する効果 移設・再利用費用の負担 木材の由来に関する意向 


